
官民連携事業における導入時の事業カルテ作成(1)

PPP／PFI手法に関するシーズ提案書

官民連携基盤の運営資金の捻出

様式１
■インフラの維持管理・修繕等に係る官民連携事業の導入検討
□官民連携グリーンチャレンジモデル

②提案の概要(1)提案業務内容とフロー

• 昨今、日本の自治体では、各種インフラの管理において、「ヒト」・「モ
ノ」・「カネ」の部分で課題を抱えている。「ヒト」の面では、職員不足
や職員の高齢化に伴う技術継承不足。「モノ」の面では、抱えている
各種インフラの老朽化の進行。「カネ」の面では、人口減少に伴う税
収の確保困難や各種予算の減少。本提案では、この課題に対し、
PPP/PFI手法による新しい官民連携 包括的・長期的モデルを構
築すること目指し、最初のステップとして、「ヒト」・「モノ」・「カネ」に
おいて、不足する部分の可視化するための汎用性の高い処方箋（事
業カルテ）を作成する。

提案の課題・背景

対象分野については、自治体でインフラ管理を実施する中でコストが
インパクト与える分野を想定する。

• 道路、橋梁、河川及び、事業費の総額が10億円以上、もしくは単年
度の運営費が１億円以上の施設とする。

対象分野

• 人口30万人以下の自治体（面積は問わず）。

• PPP/PFI手法の導入が検討されている施設は対象外とする。

想定する自治体

提案業務内容 イメージ
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① 自治体からの要請
本提案について実施したい自治体からの要請を受け対
象自治体を決定
② インフラ包括研究会（仮称）の設立
自治体と弊JVメンバー（アジア航測、大林組、デロイト
トーマツファイナンシャルアドバイザリー）で当該研究会
を発足し、自治体がインフラ管理で抱えてる各種事業
について一緒に考え支援する
③ 事業カルテの作成
上記の研究会にて、対象となる事業を選定し、各種事
業に関する長寿命化計画等を参考に自治体における
「発注制度」や「実施体制」を可視化する

① 事業カルテを踏まえた事業化
前年度に作成した事業カルテを踏まえ、自治体の包括
的な管理に向けた事業を推進していく
② 他自治体への水平展開
事業カルテに関して、他自治体への水平展開を実施

自治体

インフラ包括研究会（仮称）

アジア航測 大林組 デロイトトーマツ

事業カルテの作成 参加・情報提供

【発注制度の整理】

• 民間資金の活用が想定されるか。

【実施体制の検討】

• 官民連携基盤の構築（事業体の規模と役割/・リスクの整
理）、マネタイズ手法の検討（官民連携基盤の運営資金の
捻出）、民間資金の検討（民間資金の活用と実施体制）、
コスト削減策の検討（既存システムの活用/デジタル化等）
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官民連携事業における導入時の事業カルテ作成(2)

PPP／PFI手法に関するシーズ提案書

②提案の概要(2)事業の絵姿

様式１
■インフラの維持管理・修繕等に係る官民連携事業の導入検討
□官民連携グリーンチャレンジモデル

③スキーム（技術）の導入により得られる効果 その他（関連実績）

・自治体：地域の実情に合わせた新しい官民連携モデルの進め方の
指針（事業カルテ）が得られ、事業化（運営）に向けた連携が図れる。

・市民：適切な維持管理が行われているインフラサービスを享受。

・コスト削減効果①：複数のインフラマネジメントを組合せることや民
間資金の活用及びスキームの工夫により実現。

・コスト削減効果②：新技術の活用（交付金の重点配分の対象等）。

会社名（代表）：アジア航測株式会社
担当部署：PPP/PFI推進室

担当者：高野 裕司
連絡先（電話番号）：044-967-6100

メールアドレス：yji.takano@ajiko.co.jp

会社名（メンバー）：株式会社大林組、デロイトトーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社

・東村山タウンマネジメント（官民連携基盤）
スマートシティガイドブック（内閣府・総務省・経済産業省・国土交通省）
資金的持続性確保（取組事例：他事業収益充当）に掲載。

・とみさとエナジー（官民連携基盤） ※日経BPにて紹介

電気料金の削減分を団地の道路管理に投入、富里市｜新・公民連携最
前線｜PPPまちづくり (nikkeibp.co.jp)

・他、アドバイザリー業務、民間企業支援、エネルギー関連実績多数有り。

自治体

※必要に応じて、自治体及び民間企業を追加

協定締結

インフラ包括研究会（仮称）

【地域の課題】

・インフラ施設の老朽化
・予算/職員不足
・技術の伝承先がない
・官民連携手法がわからない
・民間資金調達がわからない
・地域力の低下（地元企業の
疲弊）
・エネルギー問題 等
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https://project.nikkeibp.co.jp/atclppp/PPP/434167/060600215/

